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■ＩＳＤＢ－Ｔ（ワンセグ）

■ＩＳＤＢ－Ｔｓｂ

規格化されていな規格化されていな
い、または研究段い、または研究段
階階

■マルチメディア放送でのＩＳＤＢ－Ｔｘｘによ

る ＩＰマルチキャスト

■ＬＴＥでのＭＢＭＳ

■次世代ＰＨＳ でのＩＰマルチキャスト

■ ＷｉＭＡＸでのＩＰマルチキャスト

規格化に向け規格化に向け

検討中検討中

■ＭｅｄｉａＦＬＯでのIPマルチキャスト
■ＤＶＢ－ＨでのIPマルチキャスト
（ＤＶＢ－ＩＰＤＣ）

■Ｔ－ＤＭＢでのＩＰマルチキャスト

■ＷＣＤＭＡでのＭＢＭＳ

（Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ Ｂｒｏａｄｃａｓｔ ａｎｄ Ｍｕｌｔｉｃａｓｔ

Ｓｅｒｖｉｃｅ）

■ＣＤＭＡ２０００でのＢＣＭＣＳ

（Ｂｒｏａｄｃａｓｔ / Ｍｕｌｔｉｃａｓｔ Ｓｅｒｖｉｃｅ）

規格化済み規格化済み

放送分野放送分野通信分野通信分野

第１章 本書の目的・位置付け 
１－１ モバイル分野でのＩＰマルチキャストの進展状況 

■固定環境においては、ＩＰによるサービスは広く普及し、ＩＰマルチキャストを用いたサービスもＩＰＴＶなどに 

より普及段階に来ている。また、放送でも固定受信の分野で、２０１１年開始予定の高度ＢＳの技術的条 

件において、ＩＰパケットを効率的に伝送する方式が盛り込まれている。(詳しくは後述参照) 

 

■モバイル分野においても通信サービスでＩＰマルチキャストが規格化され、既に商用化されているものも 

ある。また、モバイル向けの放送分野におていも、ＩＰマルチキャストの規格化検討が開始されており、一

部方式では規格化が終了している。 

表１にモバイル分野でのＩＰマルチキャストの進展状況をまとめた。 

 

表１ モバイル環境でのＩＰマルチキャストの進展状況 
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■ＩＳＤＢ－Ｔ（ワンセグ）

■ＩＳＤＢ－Ｔｓｂ

規格化されていな規格化されていな
い、または研究段い、または研究段
階階

■マルチメディア放送でのＩＳＤＢ－Ｔｘｘによ

る ＩＰマルチキャスト

■ＬＴＥでのＭＢＭＳ

■次世代ＰＨＳ でのＩＰマルチキャスト

■ ＷｉＭＡＸでのＩＰマルチキャスト

規格化に向け規格化に向け

検討中検討中

■ＭｅｄｉａＦＬＯでのＩＰマルチキャスト

■ＤＶＢ－ＨでのIPマルチキャスト
（ＤＶＢ－ＩＰＤＣ）

■Ｔ－ＤＭＢでのＩＰマルチキャスト

■ＷＣＤＭＡでのＭＢＭＳ

（Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ Ｂｒｏａｄｃａｓｔ ａｎｄ Ｍｕｌｔｉｃａｓｔ

Ｓｅｒｖｉｃｅ）

■ＣＤＭＡ２０００でのＢＣＭＣＳ

（Ｂｒｏａｄｃａｓｔ / Ｍｕｌｔｉｃａｓｔ Ｓｅｒｖｉｃｅ）

規格化済み規格化済み

放送分野放送分野通信分野通信分野

本WGで検討対象
とするＩＰＤＣの範囲

１－２ ＩＰデータキャスト（ＩＰＤＣ）の定義と本ＷＧでの検討範囲 

■本来、ＩＰデータキャスト（ＩＰＤＣ）の意味としては、 

「ＩＰプロトコルによってデータ（Ｄａｔａ）を一斉配信（Ｃａｓｔ）すること」 

   という解釈が最も自然であり、その意味では放送でも通信でもＩＰマルチキャストはそれに該当すると考え 

られる。 

  

■ただし、本ＷＧでは、諸外国含めこれまでの通例に準じて、ＩＰＤＣについては以下の定義を与えることと 

した。 

すなわち、 

①モバイル分野の中でのＩＰマルチキャストの中で、 

②さらに放送分野に属するもの（片方向型） 

をＩＰＤＣと定め、当該定義に基づくＩＰＤＣについて、その具体的なサービスの在り方や技術規格の基本的 

な考え方について議論することを本ＷＧの目的とした。 

表２に本ＷＧでのＩＰＤＣの定義を図示した。 

 

表２ 本ＷＧでのＩＰＤＣの検討対象範囲 
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■ＩＳＤＢ－Ｔ（ワンセグ）

■ＩＳＤＢ－Ｔｓｂ

規格化されていな規格化されていな
い、または研究段い、または研究段
階階

■マルチメディア放送でのＩＳＤＢ－Ｔｘｘによ

る ＩＰマルチキャスト

■ＬＴＥでのＭＢＭＳ

■次世代ＰＨＳ でのＩＰマルチキャスト

■ＷｉＭＡＸでのＩＰマルチキャスト

規格化に向け規格化に向け

検討中検討中

■ＭｅｄｉａＦＬＯでのＩＰマルチキャスト

■ＤＶＢ－ＨでのIPマルチキャスト
（ＤＶＢ－ＩＰＤＣ）

■Ｔ－ＤＭＢでのＩＰマルチキャスト

■ＷＣＤＭＡでのＭＢＭＳ

（Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ Ｂｒｏａｄｃａｓｔ ａｎｄ Ｍｕｌｔｉｃａｓｔ

Ｓｅｒｖｉｃｅ）

■ＣＤＭＡ２０００でのＢＣＭＣＳ

（Ｂｒｏａｄｃａｓｔ / Ｍｕｌｔｉｃａｓｔ Ｓｅｒｖｉｃｅ）

規格化済み規格化済み

放送分野放送分野通信分野通信分野

論点３．モバイルブロードバンドとの関係性

論点２．マルチメディア放送
との関係性

論点１．
ＩＰＤＣの必要性、
望ましい適応領域

１－３ 本ＷＧでの主な論点 

■まず第２章では、ＩＰＤＣの規格化動向、サービス事例等の動向を概観した。 

 

■次に第３章以降では、以下の論点での検討を行った。 

①論点１ 「ＩＰＤＣの必要性、望ましい適用領域」   【第３章】 

⇒どのようなサービス、アプリケーションがＩＰＤＣに適しているか？                

 

②論点２  「マルチメディア放送とＩＰＤＣの関係性」   【第４章】 

⇒２０１１年に導入が検討されている移動体分野におけるマルチメディア放送とＩＰＤＣとの関係は？  

                             

③論点３  「モバイルブロードバンドにおけるＩＰマルチキャストとＩＰＤＣの関係性」  【第５章】 

⇒通信分野で始まっているモバイルブロードバンドでのＩＰマルチキャストと並存するものなのか？ 

ＩＰＤＣは過渡的なものではないのか？ 

 

 表３ 本ＷＧでの主な論点 
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第２章  ＩＰＤＣの規格化および導入状況 

２－１ ＩＰＤＣの規格化状況 

■各国の放送方式における、ＩＰＤＣの規格化状況を以下に示す。 

ＩＰがどの範囲に適用されているかにより分類することができる。 

 

【映像・音声・データともにＩＰ】 

     ・ＤＶＢ－Ｈでは、ＩＰ Ｄａｔａｃａｓｔ ｏｖｅｒ ＤＶＢ－ＨがＤＶＢ－ＩＰＤＣとして規格化されており、そこでは 

データ・映像・音声すべてがＩＰパケットとして伝送される。 

 

【映像・音声とは別に、ＩＰを用意】 

       ・ＭｅｄｉａＦＬＯでは、ＩＰは映像・音声と並列するプロトコルレイヤに規格化されている。 

       ・Ｔ－ＤＭＢも、映像・音声とは別に、データ用としてＩＰが規格化されている。 

       ・高度ＢＳデジタル放送の多重化方式として、ＭＰＥＧ－２とは並行するレイヤにＩＰパケットを効率的に 

伝送可能な可変長パケット方式（ＴＬＶ：Ｔｙｐｅ Ｌｅｎｇｔｈ Ｖａｌｕｅ）が提案されている。 

 

【ＭＰＥＧ－２上にＩＰをカプセル化】 

 ・ＤＶＢ－Ｈにおいて、ＵＬＥ方式及び、ＭＰＥ方式での実装例がある。 

・ＩＳＤＢ－Ｔにおいては、ＩＰは現時点では規格化されていないが、ＩＳＤＢ－Ｔの移動体向けマルチメデ 

ィア放送規格として検討されているＩＳＤＢ－ＴｓｂおよびＩＳＤＢ－Ｔｍｍ方式（以下、ＩＳＤＢ－Ｔｘｘ方 

式）においては、ＭＰＥＧ－２システムズ（多重レイヤ）の上にＩＰ層を規格化することは容易であり、研 

究レベルでの検討が進んでいる。 

 

図 1 DVB－IPDC のプロトコルスタック 【出典：The DVB Project Office 資料より】 
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図 2 MediaFLO のプロトコルスタック 【出典：MediaFLO：FLO Technology Overview より】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 T-DMB プロトコルスタック 【出典：LG Electronics：3G with Mobile TV より】 
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表示・ブラウザ・受信機

アプリケーションレーヤ

多重レーヤ

フィジカルレーヤ

 

図 4 高度 BS のプロトコルスタック【出典：情報通信審議会情報通信技術分科会（第 60 回）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 ＩＳＤＢ－Ｔｍｍのプロトコルスタック 
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（参考）高度ＢＳにおけるＩＰの導入例 【ＮＨＫ放送技術研究所】 

図 6  出典：「コンテンツ制作、サービスにおける利活用～ＩＰネットワークに関る研究開発の取り組み～」より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■衛星デジタル放送の高度化にあたっては、映像・音声をリアルタイムに受信・再生する従来型の放送（リア 

ルタイム型放送サービス）については、これまでどおりＭＰＥＧ－２ ＴＳによる多重伝送を用い、コンテンツを 

高速伝送し一旦メディアに蓄積してから再生する、高速ダウンロード放送(蓄積型放送サービス)については 

ＩＰプロトコルを導入することを提案している。 

 

具体的には、 

①パケット長が１８８バイトに制限されるＭＰＥＧ－２ ＴＳの代わりに、１５００バイト以上の大型パケットを伝送 

できるＴＬＶ多重化方式導入による伝送効率の向上 

②ルーティングを行わない電波区間でＩＰヘッダを圧縮する伝送効率の向上 

③マルチキャストのみに運用を限定することによる運用および受信機の簡単化という特徴がある。 



 
 
 
 

 10 

２－２ ＩＰＤＣソリューションを利用したサービス事例 

■ＩＰＤＣを利用した商用、トライアルサービスなどの実例を紹介する。 

 

２－２－１ ＥＸＰＷＡＹ ＦａｓｔＥＳＧ 

■フランスＥＸＰＷＡＹ社のＦａｓｔＥＳＧは、ＤＶＢ－Ｈ（ＤＶＢ－ＩＰＤＣ）規格に対応したモバイルＴＶ向け 

プラットフォームであり、イタリアでは下記のように商業利用されている。 

また、米国・フィリピン・マレーシアにおいては、同プラットフォームを用いてトライアルサービスが行わ 

れている。 

さらにフランス・ロシア・ベルギー・リビアにおいてもＦａｓｔＥＳＧではないが、同様のＩＰＤＣを用いたＥＳＧ 

の仕組みがトライアルとして採用されている。 

 

■商業利用事例（イタリア） 

     イタリア ３ Ｉｔａｌｉａ社では、２００６年よりＤＶＢ－Ｈ（ＤＶＢ－ＩＰＤＣ）をベースにモバイルＴＶがサービス 

インしており、「プレゼンテーションフリー」、「コンテンツと並列のデータ配信」といった特徴により、以下 

のようなサービスが提供されている。 

 

＜ESG＞ 

各コンテンツの情報（タイトル、ジャンル、開始時間、期間、ロゴなど）をＸＭＬデータとして配信し、 

データの表示については端末側のアプリによる制御をおこなう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ ＦａｓｔＥＳＧの画面例 
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＜インタラクション＞ 

コンテンツ配信中に、投票やショートメッセージを受け付ける。また、そのインタラクションのメニューもコ 

ンテンツとは別のデータとなっており、コンテンツとは異なる時間軸で変更することが可能（番組の途中 

で、投票メニューをクローズするなど）。 

※投票、ショートメッセージはＤＶＢ－Ｈではなく、携帯電話網上のアプリを利用して実現する。 

※２００６年にはＦＩＦＡ Ｗｏｒｌｄｃｕｐ全６４試合でモバイル放送時にショートメッセージを受付け、モバイルＴＶとメッセージ 

        ングサービスの連携を行った。    

 

＜広告＞ 

コンテンツと異なる時間軸で配信可能であることはもちろん、利用者の属性別にデータを出しわけるこ 

とも可能。 

 

＜ダウンロード＞ 

コンテンツを待ち受け中に配信しておき、利用者が必要に応じて利用できるようにする。（現在、商用 

サービスとしては、未利用） 

 

■トライアルサービス事例（米国） 

米国ＩＣＯ 社のＩＣＯ ｍｉｍは、ＤＶＢ―ＳＨ規格に対応したモバイルＴＶであり、２００８年４月に専用衛星 

「ＩＣＯ Ｇ１」を打ち上げ、トライアルサービスを経て２００９年より主に自動車に搭載した端末向けにテレ 

ビやナビゲーション、緊急支援などが統合したサービスを提供する予定。 

ＩＣＯ ｍｉｍのデータ放送ソリューションとしてＦａｓｔＥＳＧが採用され、ＤＶＢ－ＳＨの上位レイヤで 

ＤＶＢ－ＩＰＤＣ規格に準拠したサービスが行われる予定。 

 

※欧州でも２００９年３月にＤＶＢ－ＳＨに対応した放送衛星を打ち上げる予定がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２ ＩＣＯ ｍｉｍの画面例 
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 ２－２－２ Ｒｏｕｎｄ Ｂｏｘ 

■米国ＲｏｕｎｄＢｏｘ社は、”伝送路に依存しない付加価値メディアサービスを実現する”をコンセプトにした 

ソリューションを展開している。 

このコンセプトを実現する上で、以下のような送出技術が組み込まれている。 

 

・カルーセル方式 

データ放送で使用されている技術で、受信機でデータを取り込める確率をあげるために一定周期で繰り返 

し送出される。これにより、確実に情報を届けることができるとともに、受信機がカルーセルの中から必要 

な情報だけを取得できる。 

 

・順方向誤り訂正 Ｆｏｒｗａｒｄ Ｅｒｒｏｒ Ｃｏｒｒｅｃｔｉｏｎ （ＦＥＣ） 

元データを冗長化させ、送出することにより、不安定な伝送路においても、受信確率を上げ、データの再送 

を防ぐことや、伝送効率をあげる場合に使用される。 

放送において、高品位映像をリアルタイムに送る場合に使用されている。 

 

・送出データの平滑化（多重化） 

決められた帯域を円滑に送出するために、複数のアプリケーションをスパイクトラフィック（バーストトラフィ 

ックとも言う）にさせないように平滑化させ、伝送路の帯域をオーバーフローさせないようにする。 

 

・ＱｏＳ（優先制御） 

緊急速報（地震等の災害情報など）を他の配信データより優先的に送り届ける。 

 

・ダウンロード（蓄積）型配信 

空いている帯域や使用されていない時間帯などを有効に活用し、受信機に先行で送出し、受信終了後に 

視聴できる。 

 

これらの技術を使い、サービス事業が自由にアプリケーション（サービス）開発を行うために SDK(開発キット)

が準備されており、ベンダー固有のアプリケーション（サービス）しか提供できないということがない。これにより、

サービス事業者により異なるサービスができる。 

 

ＲｏｕｎｄＢｏｘ社は海外および日本で、デモやトライアルを積極的におこなっている。 
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■２００７年７月１８日～２０日に開催されたＷｉｒｅｌｅｓｓＪａｐａｎ ２００７において、ＭｅｄｉａＦＬＯを使用し 

ＡｃｔｉｖｅＷａｌｌｐａｐｅｒ(待ち受け画面状態でニュース、天気、スポーツ、株価と、広告を表示するもの)のデモ 

が行われた。現在はＫＤＤＩデザイニングスタジオで開始されたＭｅｄｉａＦＬＯの実証実験においても 

ＡｃｔｉｖｅＷａｌｌｐａｐｅｒが稼動中である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３ ＭｅｄｉａＦＬＯ受信機に表示されたＡｃｔｉｖｅＷａｌｌｐａｐｅｒ画面 

 

 

■２００８年７月２２日～２４日に開催されたＷｉｒｅｌｅｓｓＪａｐａｎ ２００８においては、ＭｅｄｉａＦＬＯとＷｉＭＡＸの２ 

種類の伝送路を使用し、ＲａｄｉｏＣＡＳＴ(音楽リアルタイム配信５ｃｈ、ジャケット画像、アーティスト情報、広 

告、ＥＰＧを連携させたもの）のデモが行われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真４ ＷｉＭＡＸ受信機に表示されたＲｅｄｉｏＣＡＳＴ画面(権利保護のため画像加工済み) 
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③ IPマルチキャスト
コンテンツ送出サーバ

⑥ Remux ⑤ MUX

既存放送設備
（音声・映像TS）⑦ 東京タワー

受信受信

④ IPカプセル化設備

ORFORF会場（六本木ヒルズ）会場（六本木ヒルズ）

ORFカンファレンス会場

① 中継カメラ

（カンファレンス会場内）

② エンコード

携帯電話にも配信

⑨ ORF展示ブース

⑧⑧

IPIPデカプセル化デカプセル化
ソフトウェアソフトウェア

IPIP

TSTS

IPIP
TSTS

KDDIKDDI

TFMTFM

２－２－３ 慶應義塾大学、ＫＤＤＩ、エフエム東京によるトライアル 

   ■２００7 年１１月２２日、２３日に開催されたＯＲＦ２００７の会場にて、実電波を利用したＩＰ ｏｖｅｒ デジタル 

放送のデモを出展。会場のカンファレンスルームに設置した中継カメラからそれぞれの映像・音声を送 

信し、インターネットでそのまま視聴可能なＷｉｎｄｏｗｓＭｅｄｉａの映像をデジタル放送経由で配信した。 

 

 図 7 
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第３章 ＩＰ化の必要性、望ましい適応領域 

３－１ 放送におけるＩＰ化のメリット（一般論として） 

■アナログ放送では映像信号や音声信号の性質を巧に利用し、利用する電波の性質や帯域に応じて効 

率的な帯域圧縮や変調方式を開発し、メディア毎に技術仕様を策定してきた。放送は「公衆によって直 

接受信されることを目的とする無線通信の送信」であることを鑑みれば、多くの人が安価な受信機によ 

り確実に放送サービスを享受できることが大切であり、そのためには標準化と細かな運用規定の遵守 

とが重要であった。 

 

■放送のデジタル化により、映像・音声信号をデジタルデータとして扱うだけでなく、マルチチャンネル音 

声、電子番組表、データ放送など新しいサービスをも統一的に扱うことを可能としている。電気通信で 

は、階層モデルを導入することにより多様なアプリケーションへの対応や、多様なネットワークとの相互 

運用性の向上が図られている。同様に、デジタル放送においてもレイヤモデルに基づくプロトコルスタッ 

クが構築されている。デジタル放送では、特に、トランスポート層下位のプロトコルにＭＰＥＧ－２ ＴＳを 

共通に用いることで、アナログ放送では難しかったサービスおよび伝送路の多様性を確保している。 

ＭＰＥＧ－２ ＴＳの代わりにＵＤＰ/ＩＰを用いて多重・伝送することも不可能ではないが、送信装置と受 

信装置のクロックを同期させ、映像音声の正確な同期と品質を確保する機能に優れるため、デジタル 

放送では、ＭＰＥＧ－２ ＴＳが利用されている。 

 

■インターネットでは、ネットワーク層をインターネットプロトコルに統一し、上位層および下位層の多様性 

を確保している。レイヤモデルの導入とネットワーク層の統一により、接続性が担保された上で、自由に 

上位層および下位層を組み合わせることができ、様々なネットワークを利用して共通に動作できるアプ 

リケーションを構築できるようになっている。 

 

■デジタル放送にＩＰもしくはＵＤＰ/ＩＰを導入することができれば、さらに放送および通信のネットワークを 

共通に利用できるアプリケーションの構築が可能になる。インターネットのアプリケーションと共通化で 

きる部分については、インターネットの技術を利用することで開発コストや開発期間の圧縮を期待でき 

る。さらに、通信路の一方向性、利用できる伝送帯域、オンデマンド性や個人への適応などの違いを乗 

り越え、コンテンツを放送および通信両方のメディアで共通に利用することができれば、コンテンツの 

生産性や販路の拡大が見込め、トータルでの制作コスト削減や、コンテンツの供給の増加が期待され 

る。 

 

■さらに、ＩＰもしくはＵＤＰ/ＩＰより上位層のプロトコルを自由化するならば、アプリケーションの追加や新た 

なコンテンツへの対応も容易となる。しかしながら、アプリケーションの多様化細分化、プロトコルのブラ 

ックボックス化が進み、コンテンツを正常に受信できない端末がでてくるといった問題も予見される。 
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コンテンツの相互流通の実現のイメージ

今後

コンテンツの相互流通の実現のイメージ

今後

製作

網網

製作

配信

受信

網網

現状

コンテンツA
（ネット系）

コンテンツC
(放送系)

製作

配信

受信

専用

プラットフォーム

専用

通信網 放送網

受信デバイス 受信デバイス

製作

配信

受信

専用

プラットフォーム

専用

プラットフォーム

通信網 放送網

受信デバイス 受信デバイス

現状は通信と放送でプラットフォームが独立しており、コンテン

ツの垂直統合化が定着している。

（相互乗り入れが全く出来ていない）

コンテンツB
（ネット系）

コンテンツD
(放送系)

コンテンツE
(放送系)

コンテンツD
(放送系)

コンテンツA
（ネット系）

コンテンツB
（ネット系）

コンテンツE
(放送系)

コンテンツC
(放送系)

専用プラットフォームに加え、通信と放送の双方に使う事の出来る
共通プラットフォームが用意され、１つのコンテンツを通信、放送
問わず利用する事が出来るようになる（相互乗り入れができる）

放送網通信網

共用受信デバイス共用受信デバイス

共通
アプリ
共通
アプリ

専用受信専用受信

デバイスデバイス
専用受信専用受信

デバイスデバイス

専用

プラットフォーム

専用

プラットフォーム

共通プラットフォーム

IP

 図 8 
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３－２ 放送におけるＩＰ導入にあたっての留意点 

■放送分野にＩＰ技術を導入する場合、利用形態によっては利点がでる場合と出ない場合もあり得る。検討 

にあたっては、ＩＰ技術の特徴からくるデメリットにも十分留意する必要がある。 

 

■ＩＰプロトコルの特徴として以下が挙げられる。 

 -大きなＩＰヘッダ 

 -パケット長が可変長 

 -ＩＰとしては同期の仕組みを持たないため（非同期パケット伝送）、上位層で同期の仕組みが必要 

 -配信路の可用性を持たせるためのアドレスや経路制御の仕組みがある 

 

  ■そもそもＩＰプロトコルの設計思想は、ネットワーク間の接続性を優先しているところにあり、これにより品 

質や管理の異なる網も接続できる。 

これに対して放送の伝送は直接受信が基本であり、網接続という概念は重要ではない。（基本は放送局 

から直接伝送、中継局はレピータ） 

 

■また、ＩＰ伝送の伝送路品質は基本的にベストエフォートであり接続環境によって異なることが前提と言え 

る。これに対し、放送の伝送は同時に同一内容を提供することが原則であることから、原則的に一定品質

の受信環境が提供できることが求められる。 

 

■さらに、ＩＰは非同期パケット伝送であるのに対し、放送は同期系のネットワークであり、例えばデジタルテ

レビジョンにおいては以下のスペックのもとに運用されている。このようなスペックが満たされるかも、ＩＰ

プロトコルの利用では留意する必要があり、必要に応じて放送のプロトコルとＩＰの使い分けをすることが

望ましい。 

  映像フレーム ２９.９７ フレーム/秒 

     画素のサンプリング ７４.２５MS/秒 

     ＴＳ許容ジッタ         ５００ns 

   特に高品質な映像音声のリアルタイム伝送ではクロック同期が重要であり、ＩＰＴＶではＴＴＳ化（タイムス

タンプ付与）などの工夫をしている。また、同期ずれについては、品質低下を気にしなければフレームス

キップ等による対応もありうる。 
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３－３ 放送でのＩＰプロトコル導入の基本的な考え方 

■全てのサービスにＩＰプロトコルを利用することが必ずしも効率的とは言えないことは、前述の留意点から 

見ても明らかである。現にＩＳＤＢ－ＴｘｘおよびＭｅｄｉａＦＬＯのいずれかの場合においても、ストリーム系や 

ダウンロード系のサービスとＩＰＤＣが共存できるような仕組みとして検討されている。これらからＩＰＤＣのメ 

リットが享受されるサービスやアプリケーションの範囲でＩＰＤＣが利用できるような仕組みになっているこ 

とが望ましいと考えられる。 

 

■ＩＰＤＣの導入を検討するに当たって考慮すべき事項 

   -ＩＰＤＣの方が適切であるというサービス（アプリケーション）を明確にすること 

-サービス（アプリケーション）によって、ＩＰＤＣとそれ以外のシステム（例えばＭＰＥＧシステムズ）が使 

い分け、あるいは混在できる仕組みであること 

-ＩＰＤＣを利用するサービスと、それ以外のサービスが効果的に連携できること 

-ＩＰ上で実現しているサービスや、コンテンツ郡の利活用によるメリット/デメリットを明確にすること 

 

■それでは、具体的にどのようなサービス、あるいはコンテンツがＩＰＤＣにとって望ましいのか？ 

特に今回注目している移動体分野において、適切と考えられるポジションはどこにあるのか？ 

その具体的なサービスやアプリケーションをリストアップし､コンセンサスを形成することがＩＰＤＣの実現 

に関する検討において非常に重要と考えられる。 

 

■次章において、現時点で考えられるサービスやアプリケーション例を提示する。ここで具体的なサービス 

やアプリケーションを探すに当たっては、以下の観点で整理をした。 

    ・ ＩＰの高い接続性を活かし、さまざまなネットワークやメディアを横断するサービス及び、アプリケーショ 

ン例 

 ・ 必ずしも同期を必要としないデータ放送分野で、ＩＰ上で広く普及しているコンテンツやサービス、及び 

制作環境を流用できる事例 

・ 従来、通信で個別に配信されていたコンテンツやサービスを放送波で配信することにより、サービス 

メリット、コストメリットが生まれる事例 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 
 

 19 

３－４ 現状放送分野における可能性 

■既存のデータ放送やスポットワンセグなどの利用において、ＩＰＤＣは新しい可能性を適用してくれるものと 

期待される。 

 

３－４－１ データ放送における可能性 

  ■現在国内で実用化されているデータ放送ではＢＭＬが利用されている。ＢＭＬはＸＭＬやＨＴＭＬをベー 

    スに作られているものの、テレビや携帯電話など特定のデバイスを対象に、放送との連動機能を追加 

して設計されているため、通常のＨＴＭＬとは異なる仕様が盛り込まれている。 

これにＩＰベースのアプリケーションやコンテンツがのることによる、新たな貢献や展開の可能性を以下 

にあげる。 

■次世代のデータ放送では、大別して「表現力の向上」と「多様な制作・運用環境」の２つを同時に実現で 

きる可能性がある。以下表４では、次世代のデータ放送にとってＩＰＤＣのどのような側面がその目標実 

現に効果を発揮するかを整理した。 

 

表４．  

  ワンセグデータ放送の

現状 

次世代のデータ放送での 

可能性 

IPDC 導入による次世代 

データ放送への寄与 

「映像/音声」と「データ

放送」は個別に表示 

オーバーレイ表示や通信／放

送コンテンツの同時表示など

柔軟な表示 

表現力の向上 

表示はデバイスプロ 

ファイルによって 

行われる 

デバイスプロファイルに 

捉われないインター 

オペラビリティの確保 

・ＩＰベースのアプリケーシ 

ョンを放送向けに転用す 

ることができる 

・放送と通信を組み合わ 

 せたサービス構築 

・インターネットコンテンツ 

の表現手法の活用 

放送に特化した制作

環境 

インターネットコンテンツ制作

環境の活用 

放送に特化した送出 

システム 

インターネットで使われている

送出システムの利用 

多様な 

制作・運用環境 

制作に携わる人材や 

リソースが限られる 

インターネットコンテンツの制

作を行っている人材の活用 

・インターネットコンテンツ 

用フォーマット  

（ＨＴＭＬ、ＦＬＡＳＨなど）

によるコンテンツ制作 

・ＩＰマルチキャストサーバ 

 の利用 

・コンテンツ配信作業をＩＰ 

 ベースで共通化できる 
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スポットのデジタルサイネージ

表示させる情報

商店街/モール・・・広告/クーポン

遊園地 ・・・場内イベント

スペシャルイベント

アンテナ
表示画面と関連した情報

サイネージの周辺で放送

関連情報を

●MHzで放送中

関連情報を
●MHzで配信中

周辺の人はサイネージをトリガに情報を受信

LOOK

割引クーポン

クーポンやイベント情報を受信
リアル店舗 /イベント会場へ誘導

興味を持ったユーザは放送で情報を受信。 受信された情報を持って広告元スポットへ。

３－４－２ スポット放送における可能性 

■スポット放送を近距離通信の手段の一つとして活用する場合においてもＩＰＤＣの仕組みは活用できる。

こうした仕組みが開放されれば、ＩＰＤＣの上で自由にサービス仕様の拡張が可能となり、インターネット

と融合したサービスの提供に効果的である。 
 

■昨今、スポット放送の利用範囲がいろいろと注目されている｡例えば展示会やライブイベントなどの待ち 

時間に、関連コンテンツを会場で放送するケースが想定される。そういったケースでは視聴者のニーズ 

にマッチしたコンテンツの制作が容易であり、かつ､利用者が一定の空間に密集して存在しているた 

め、ＩＰＤＣでの一斉配信に適している。 

 

■デジタルサイネージとの連携では、サイネージ上に流れるマルチメディアデータなどを、そのままスポッ 

ト放送経由でモバイル端末に取り組むようなケースも広まってくるものと期待される。 

 

図 9 ショッピングモールや商店街、アミューズメントパークなどで、設置したサイネージに表示させる広告などと同期した 

情報をスポット放送にて配信するイメージ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※デジタルサイネージ： 

デジタル技術を使い、タイムリーに映像や情報をディスプレイに表示する“次世代型インフォメーションシステム”。 
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スポーツニュースの続き
をストリーミングで試聴

一般ニュースの動画を
ストリーミングで試聴

Flash等で配信される
株価ニュースなどをチェック

IPDCが実現されていれば、一つのサービスでも、ユーザの環境に応じて複数の
ネットワークを横断し、連続性を確保することができる。

コンテンツプロバイダ

移動移動

IPDC WiMAX xDSL＋フェムトセル

通 勤 昼 自 宅

8:00 12:00 19:00

IPDC

帰りの電車で
スポーツニュースをチェック

3G/次世代PHS

ビルの陰などを
通る際は通信へ

移動移動

３－５ 新分野開拓の可能性 

  ■放送におけるＩＰの導入は既存の放送におけるメリットの他、通信網の提供者、インターネットコンテンツ制 

作者などメディアを横断した新分野を開拓できる可能性がある。 

 

３－５－１ 異なるネットワーク間でのサービス連携 

■モバイル系、固定系、放送系にまたがるＩＰ網間で、利用者に意識させずにほぼ同一のサービスを提供 

したり、コンテンツやエリアの特性に応じてネットワークを切り替えることの検討が始まっている 

（FMC：Fixed Mobile Convergence 固定網と移動網の融合)。 

例えば、同一のサービスを利用する際に外出先ではＩＰＤＣを使っていたとしても、帰宅時にはフェムト 

セル経由で固定のブロードバンド回線を使ったり、あるいはモバイルブロードバンドとＩＰＤＣをコンテン 

ツの種別やエリア状況などで使い分けたりするような使い方が今後は一般化してくると考えられてい 

る。 

そうしたサービスの連続性を実現する上でも､放送においてＩＰＤＣが実現されていれば、その実現難易 

度は非常に低減させられると期待できる。 

 

図 10 
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ホームサーバ等受信機

IPマルチキャスト

ホームネットワーク
（DTCP-IP/DLNA等）

放送局

ファイルダウンロード①

ファイルダウンロード②

ホームネットワーク接続との
親和性からIPが必要

伝送効率の観点から受信機止
まりであればIPの必要はない。
（TLVにそのままファイルを乗せ
ればよい）

■コンテンツを受信機に蓄積し受信終了後にストリームを複合・表示する蓄積型放送サービスでは、符号化した映像、音声、
データを含むさまざまなフォーマットのファイルを効率的に伝送する必要がある。

（中略）
可変長パケットの形式としてＩＰパケットを用いることにより、通信系コンテンツ配信との親和性や、受信機のホームネットワーク
内での親和性の確保を図った。これにより、ホームネットワーク内でのコンテンツのさまざまな利用の促進が期待される。
ＩＰパケットはテキスト情報や大容量のバイナリ情報、そして映像や音声の伝送にも広く用いられており、ＩＰパケットを伝送可能
な多重化方式とすることで、さまざまなフォーマットの情報の伝送に対応した。ＩＰパケットとしては、現在普及しているＩＰｖ４
パケット及び今後普及が見込まれるＩＰｖ６パケットの伝送に対応した。

出典：情報通信審議会 情報通信技術分科会 放送システム委員会 報告（案）より一部抜粋

３－５－２ インターネットコンテンツを配信するＣＤＮの一部としてのＩＰＤＣ利用 

■動画投稿サイトやブログなどのインターネットコンテンツのうち、特に人気が高いコンテンツでは、一時 

的にトラフィックが集中し、ユーザーレスポンスの低下を招くことが問題になっている。 

そのようなケースで、配信経路を自動的にＩＰＤＣに切り替えることで、利用者にストレスなくコンテンツ 

を利用する環境を提供することが可能となる。 

 

３－５－３ 公共情報などでのＩＰＤＣ利用 

■自治体などが提供する公共情報や安心・安全に関する情報を複数の放送方式やデバイスへ配信する 

場合には、それぞれに対応して配信データの変換などを行う必要があった。このような情報サービスに 

ついては、ＩＰＤＣによる配信に共通化することで、配信にかかる人的リソースやコストの節減が期待で 

きる。 

 

３－５－４ 多段に接続されたＩＰネットワークへの透過的なデータ転送 

■放送で受信したコンテンツを、受信した機器だけでなく、それに接続されたホームネットワークにつなが 

れた他の機器でも利用する場合など、ＩＰネットワークへの透過的なデータ転送が想定される場合にお 

いて、データ転送プロトコルの変換が不要であるため、ＩＰＤＣは有効である。 

■ホームネットワークへのルーティング・フィルタリング機能をネットワークレイヤにて実現できる。 

 

図 11 
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第４章 真のマルチメディア放送の実現という観点から 

４－１ 総務省マルチメディア放送懇談会で示されたマルチメディア放送の在り方 

■ＩＰＤＣの導入が有効となる可能性がある放送システムに、２０１１年のアナログテレビジョン放送終了後に 

導入が検討されている「携帯端末向けマルチメディア放送」がある。 

■２００８年７月２５日にまとめられた総務省の携帯端末向けマルチメディア放送サービス等の在り方に関す 

 る懇談会報告書によれば、基本的考え方として次のように示されている。 

 

本懇談会は、新たな放送を実現するため、次の事項を基本的考え方とした。 

・まず、検討に当たっては、 

① 新たな放送が開始される２０１１年頃におけるメディア環境、 

② 諸外国における携帯端末向け放送等に関する動向、 

③ 国民のニーズや関係する事業者の考え方 

を十分に踏まえることとした。 

・次に、新たな放送について、 

④ その実現により「産業の振興」「コンテンツ市場の振興」「国際競争力の強化」「通信・放送融合型サ 

  ービスの実現」「地域振興」「地域情報の確保」といった理念が的確に確保されるように配意すること 

とした。 

・さらに、制度設計については、 

⑤ 新たな放送の制度は、できる限り事業者の創意工夫を生かせるものとすることによって、中長期的 

に国民の多様なニーズを満たし、かつ、ビジネスとして維持できることに留意した。          ※１ 

  

■また､マルチメディア放送の定義について､以下のような記載がある。 

 

現在の放送は、例えば「テレビジョン放送」は「事物の瞬間的影像」とそれに伴う「音響」、「ラジオ放送」は

「音響」というように、放送しなければならない「形態等」を前提として定義規定が設けられている。  

マルチメディア放送については、「全国向け放送」「地方ブロック向け放送」等の別を問わず、事業者の創

意工夫を最大限に尊重しつつ、国民のニーズに的確に対応することができるようにすることが求められる。  

このため、放送しなければならない「形態等」を定めることなく、携帯端末での受信を前提として、「映像・

音響・データ」、「リアルタイム・ダウンロード」といったサービスを自由に組み合わせることを可能とするよう

定義づけることが考えられる。  

この定義の具体的な規定振りは、国民にも分かりやすいことや、今後の技術の進展等に柔軟に対処でき

ることに留意して定めることが必要である。                                      ※2 
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■一方で､放送方式の論議の中で､国内規格の統一の可否について以下のような記載を行っている。 

 

① 1の国内規格を決定することで、「全国向け放送」、「地方ブロック向け放送」、双方の間を問わず、一つ

の受信端末ですべての事業者の放送を受信できるようにする。これが実現することにより、受信端末の

低廉化や普及等を通じた利用者利益の確保に資する。  

② 複数の国内規格を決定することで、事業者が複数の技術方式の中から最適と考えるものを自由に選択

可能とする（複数の技術方式が併存することも可能とする。）。これが実現することにより、事業者間の

競争を通じた利用者利益の確保に資する。                                   ※3 

（※1,2,3）総務省：携帯端末向けマルチメディア放送サービス等の在り方に関する懇談会 報告書（案）より抜粋 

 

■すなわち、携帯端末向けマルチメディア放送では、事業者の創意工夫を活かしながら、中長期的に国民の

多様なニーズを満たし、かつ、ビジネスとして維持できる自由で柔軟な枠組みが導入、推進され得るような

環境作りが必要不可欠と考えられる。 

 

■今後、上記答申を踏まえ､マルチメディア放送の方式の在り方に関する論議も進んでいくこととなる｡本ＷＧ 

は方式の在り方を論議する場ではないので､単一方式となるか複数方式となるか、いずれにも言及するもの 

ではないが、本章では、このマルチメディア放送が円滑に立ち上がっていくことを可能とするために、ＩＰＤＣ 

がどのように位置付けられるべきか、といった視点での検討を行った。 
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コンテンツ
レイヤ

放送方式
レイヤ

方式に依存しない
コンテンツ方式

相互
流通

方式に依存することなく、日々進歩
するコンテンツ技術をどんどん取込める

方式A 方式Ｂ

共通的な
インターフェース

放送方式の進歩とコンテンツ技術の進歩を
分離することで双方独自な発展が可能に

コンテンツ方式
Ａ

コンテンツ方式
Ａ’

方式Ａ’方式Ａ

複数の放送方式が並存する場合 単一の放送方式でも、放送方式や
コンテンツ方式が進化していく場合

４－２ コンテンツと放送方式の分離 

 ■マルチメディア放送においては、事業の継続性、発展性のため、自由な発想のサービスやコンテンツが実 

現できる環境を構築することが必要であり､コンテンツの進化が放送方式により制限されることは極力排除 

することが必要である。 

 

  図 12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■上記のアプローチのような考え方を持ち込むことで、仮に複数方式が導入された場合であっても、あるいは 

単一方式で方式そのものが進化する場合であっても、日々進歩し続ける様々なコンテンツ技術がマルチメ 

ディア放送のサービスとして使えるような環境が実現される。例えば、Ｆｌａｓｈ、ＨＴＭＬ、プラグインといった 

インターネットで開発される技術をマルチメディア放送に持ち込むことが可能となり、こうした環境の導入に 

より、先進性のあるマルチメディア放送が世界に先駆けて実現可能になると考えられる。これにより、国際 

競争力のあるサービスやコンテンツの創出にも資することができる。 
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４－３ ＩＰをベースとした共通プラットフォーム 

■インターネットでのサービスやコンテンツとのインターオペラビリティを考慮すれば、前節で述べたように

コンテンツと放送方式の間の共通的（汎用的）なインターフェースとして、ＩＰレイヤを位置付けることが 

 有効な選択肢であろう。これによって既にネットの世界で実現されているＩＰをベースとした様々なコ

ンテンツ技術を放送分野に自由に持ち込むことが可能となり、従来の発想に囚われない世界に先進

性をアピールできるマルチメディア放送の実現に効果的であると考えられる。 

また、ＩＰレイヤとＩＰベースの様々なコンテンツ技術に基づいて共通プラットフォームを整備するこ

とで、放送方式に依存しないコンテンツ流通環境が可能となり、最終的には通信によるサービスと

コンテンツ制作面での共通化が図られ、制作コストの低廉化や相互流通の促進、さらにはコンテン

ツ製作者の参入の自由度拡大や受信デバイスのコストダウンなど、中長期的な観点での産業面への

貢献も大きなものがあると考えられる。 

 

■マルチメディア放送を真に実現するには、放送方式をひとつにするか複数にするか、といった伝送 

レイヤでの方式議論だけでなく、コンテンツ製作者にとってハードルの低い(コストが低く自由度 

が高い)製作環境を実現するためのコンテンツ方式のあり方や、発想についての議論が十分に尽く 

されなくてはならない。 
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第５章 移動体分野の技術トレンドの中での位置付け 

５－１ 移動体通信分野におけるブロードバンド化の流れ 

■移動体通信技術の進展は著しく、数年以内には１００Ｍクラスのネットワークが提供されようとしている。図 

１２はその技術ロードマップを示している。いわゆる３Ｇと呼ばれるＣＤＭＡ２０００やＷＣＤＭＡの方式は、 

データ通信能力を向上させたＥＶ－ＤＯ Ｒｅｖ．ＡやＲｅｖ．Ｂ、もしくはＨＳＰＡやＨＳＰＡ＋と呼ばれる３．５ 

Ｇの方式に発展してきている。また２０１１年ごろよりは、次世代通信方式として開発が進むＯＦＤＭＡをベ 

ースにしたＵＭＢやＬＴＥという通信技術が商用化されようとしている。 

 

これらの通信技術の各方式においては、新たなマーケットニーズに対応するためにマルチキャストの機能 

が追加されており、ＭＢＭＳやＢＣＭＣＳと呼ばれる方式が３．５Ｇ方式の一機能として既に実用化されてい 

る。 

 

図 13 無線技術の動向（主にＱｕａｌｃｏｍｍが関っているもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：クアルコムジャパン 2008 年 7 月 11 日のプレゼンテーション資料より 
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このマルチキャストの機能については、通信ネットワークの一部として実現するＭＢＭＳやＢＣＭＣＳでは容

量やネットワーク展開のコストに課題があるため、もっとコストが安くネットワークを展開できる、ダウンリンク

のみの放送型大ゾーン方式のマルチキャスト技術の検討も同時に進んできている。 

 

この結果、移動体分野では、前述した通信ネットワークに付加されたマルチキャストと、放送型大ゾーン方 

式のＩＰＤＣが並存する時期が今後到来することが予想される。そのような状況では両者をどのように使い分 

けていくかの検討が必要である。 

 

 

 

５－２ マイクロセルネットワークに於けるマルチキャストの課題 

■通信ネットワークにおいてマルチキャストに割くことができる通信容量については、次図のように説明され 

る。 

 

各端末に均一な容量を確保しなくてはいけないマルチキャストサービスの場合、その容量は各セルの間

の電波状況が一番悪い状況でも受信可能なレベルに設定されなければならない。また、もともと通信サ

ービスの為のネットワークの容量をマルチキャストに割り当てて使用するので、ネットワークのもつ容量を、

通信サービスとマルチキャストサービスで分け合わなくてはならないという制限が常に存在する。 

このような中で、通信とマルチキャストの容量を同時に確保しながら全体の容量を上げていく方法として

は、各セルの半径を小さくしていく、いわゆるマイクロセル化の方法が可能であるが、この場合、機器のコ

ストに加えて、設置場所の確保、更にそれらのマイクロセルをネットワーク化するためのバックホール回線

のコストが、マイクロセルの数に伴って増加するのでコスト低減には限界がある。 

また、通信ネットワークには端末からの上り回線の周波数が同時に割り当てられているが、マルチキャス 

トにはこの上り回線の容量は必要がないので、通常上り下り同じ帯域幅の周波数が割り当てられている通 

信ネットワークの下り回線の容量のみを使ってしまいアンバランスを発生させ、周波数利用効率上の課題 

も残る。 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 
 

 29 

 図 14  無線通信ネットワークの通信容量とマルチキャスト容量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：クアルコムジャパン 2008 年 7 月 11 日のプレゼンテーション資料より 

 

 

■一方、放送型大ゾーン方式のＩＰＤＣにおいては、大出力の許される周波数を利用して、なるべく大きな 

エリアを、大容量で一つの送信局でカバーすることで、通信ネットワークに付加されたマルチキャストに 

比較して、低コストでネットワークを建設することが可能である。また、下り回線の周波数のみ使用する 

ので、周波数利用効率の観点からも有利な方式と言える。 
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５－３ モバイルブロードバンドの流れの中でのＩＰＤＣのポジショニング 

■前節を踏まえ、通信ネットワークのマルチキャスト機能(既存の移動体の帯域の中でのマルチキャスト）と

放送型大ゾーン方式ＩＰＤＣ（新規帯域を使ったマルチキャスト）を比較すると、下表のようにまとめられ

る。 

 

 

表 5       ・通信ネットワークのマルチキャスト機能と放送型大ゾーン方式(ＩＰＤＣを含む）の比較 

 通信ネットワークのマルチキャスト機能 放送型大ゾーン方式（ＩＰＤＣを含む） 

周波数帯 既存通信周波数の利用 新規周波数の割当 

確保できる容量

（スループット） 

通信サービス用容量との共存で比較的

小さい 

利用可能周波数帯域幅に対して最大化可

能で比較的大きい 

コスト 

マルチキャストネットワーク構築における

投資規模と確保できる容量から考える

と、高コスト 

低コスト 

 

 

 

■ちなみに、両者のコスト構造については、以下の図が参考となる。 

図に書かれているように、日本において全国ネットワークを構築する場合、設置すべき送信局の数は放

送型大ゾーン方式で５００局から３０００局ぐらい、通信ネットワークの場合は１００００局から３００００局、更

にもっと多数と、約１０倍以上の差がある。機器コストの差などの要因もあるが、送信局建設コストの大き

な部分を占める場所確保のコストや、各送信局を結ぶバックホール回線のコストを合わせ考えると、コス

ト構造的には一桁程度の差があるのではないかと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 
 

 31 

 

図 15  全国網を築く為のネットワーク投資の規模感 

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：クアルコムジャパン 2008 年 7 月 11 日のプレゼンテーション資料より 

 

 

■上記の考察のとおり、移動体分野でのマルチキャストネットワークの構築については、放送型大ゾーン方式

のＩＰＤＣはネットワーク構築のコストが安く、サービス性も高い。こうしたことを考えると、モバイルブロードバ

ンドが実現されれば放送型大ゾーン方式のＩＰＣＤが不要になる、という考え方は必ずしも正しいとはいえな

いと断言できよう。 

むしろ、現実的には、両者の優劣、長所短所のある中で、ある一定の使い分け、棲み分けが形成されると考

える方が自然であると考えられる。 
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第６章 まとめ 

 

■移動体分野のＩＰＤＣの実現という観点では、ＤＶＢ-Ｈ、ＭｅｄｉａＦＬＯ、Ｔ－ＤＭＢ、では、既にＩＰプロトコルが 

規定されており、またＩＳＤＢ－Ｔxx においても同様のプロトコルを実装することは検討可能な状況にある。 

また固定受信の分野では、高度ＢＳデジタル放送でもＩＰパケットの伝送が盛り込まれている。 

 

■課題はそれを必要とするサービス、アプリケーションがどこまで出て来ているのか、あるいは出てこようとし 

ているのか、である。 

現時点ではＩＰＤＣを使っているサービスは限られているが、今後のメディア横断的な使われ方が進展する 

状況下においては、移動体向け放送でＩＰＤＣが必要とされるケースが徐々に増えてくることは明らかである 

と言えるだろう。 

 

■さらに２０１１年７月以降のマルチメディア放送の導入に際して、是非実現すべきこととしては､放送方式とコ 

ンテンツ方式の分離である。それらがＩＰレイヤで分離されることで、それぞれの自由な発展が可能となると

ともに､コンテンツ産業の拡大にも大いに資することとなるだろう。 

 

■また、移動体技術の中長期的なロードマップの中で、通信型のＩＰマルチキャストが順次実現化されている 

が、それらは放送型ＩＰＤＣとは基本的にコスト構造や利用用途が違うものであり、今後も放送型ＩＰＤＣは必 

要と考えられる。 

 

■今後はＩＰＤＣの利用が有望とされるアプリケーションサービスの開拓が重要であり、そこに向けて官民一体 

の検討体制が大いに望まれる。 

 

以上 
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【添付資料】 

 ①新ビジネス検討ＷＧ構成員名簿(平成２０年９月１日現在) 

 

（社名五十音順、◎はリーダー） 

 

岡田 學   アドビシステムズ株式会社 

五十嵐 知宏             伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

河西 竜二  ＮＥＣネッツエスアイ株式会社 

藤 勝之   株式会社エフエム東京 

仁平 成彦  株式会社エフエム東京 

鈴木 英夫  オーバム ジャパン 

大角 琢哉  沖通信システム株式会社 

後藤 裕久  沖電気工業株式会社 

前田 修作  クアルコムジャパン株式会社 

小菅 祥之  クアルコムジャパン株式会社 

◎中村 伊知哉  慶應義塾大学 

菊池 尚人  慶應義塾大学 

猪澤 伸悟  株式会社ＫＤＤＩ研究所 

木村 寛明  株式会社ＫＤＤＩ研究所 

宮島 恒敏  株式会社ＣＳＫ－ＩＳ 

明石 昌也  株式会社ＣＳＫ－ＩＳ 

三宅 正浩  ソフトバンクテレコム株式会社 

佐藤 和紀  株式会社ソフトフロント 

望月 匠   株式会社ソリトンシステムズ 

菅沼 真   株式会社電算 

桝渕 吉弘  日本電気株式会社 

今泉 浩幸  日本放送協会 

石川 勝一郎  株式会社ネクストウェーブ 

伊藤 博之  株式会社ネクストジェン 

伊田 吉宏  パナソニック コミュニケーションズ株式会社 

早川 和夫  株式会社日立製作所 

茂木 克之  富士通株式会社 

上瀬 千春           株式会社フジテレビジョン 

山崎 高日子  三菱電機株式会社 

守山 孝明  株式会社メディアッティ・コミュニケーションズ 

中村 政之  モバイルメディア企画株式会社 

 

 

新ビジネス検討 WG 事務局 

事務局アドレス：nbwg@dlb.sfc.keio.ac.jp 
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②新ビジネス検討ＷＧ活動状況 

 

回数 日時（場所） 主な議題 

第１回 

 

 

 

５月２０日（水） 

１４:００～ 

慶應義塾大学  

三田キャンパス 

東館４F セミナー室 

・ＩＰデータキャスト（ＩＰＤＣ）の検討範囲と検討のロードマップについて 

・プレゼン①（エフエム東京『福岡ユビキタス特区と放送波によるＩＰＤＣ実験』 

について） 

・プレゼン➁（デジタルサイネージコンソーシアム様『ＩＰネットワークの観点 

から見たデジタルサイネージ概論』） 

 

（この間に個別会合を実施） 

 

第２回 

 

 

 

 

 

 

６月２０日（金） 

１５：３０～ 

三田共用会議所 

第３特別会議室 

 

 

 

・プレゼン③（総務省『携帯端末向けマルチメディア放送サービス等の在り方に 

関する懇談会』報告に関して） 

・プレゼン④ (ＮＨＫ技術研究所『ＢＳダウンロードサービスのご紹介と放送へ 

              のＩＰ導入にあたっての検討』に関して） 

・プレゼン⑤ （ＫＤＤＩ研究所『次世代 IP ネットワークにおける放送・通信の 

連携について』） 

・ディスカッション 

 

（この間に個別会合を実施） 

 

第３回 

 

 

 

 

７月１１日（金） 

１５：３０～ 

ＪＥＴ ＳＴＲＥＡＭ 

東京都千代田区麹町１－７  

ＦＭセンター１１Ｆ 

・プレゼン⑥（モバイルメディア企画『モバイルＴＶにおけるＩＰＤＣ 

ソリューションの活用について』) 

・プレゼン⑦（フジテレビジョン『マルチメディア放送の可能性』） 

・プレゼン⑧（クアルコムジャパン『ＩＰマルチキャストネットワークとしての 

ＭｅｄｉａＦＬＯ』） 

・ディスカッション 

・中間報告の作成方針について（事務局） 

 
（この間、中間報告起草会合の適宜実施） 

 

第４回 

 

 

 

 

９月 1 日（月） 

１５：３０～ 

慶應義塾大学  

三田キャンパス 東館６F  

Ｇ－ＳＥＣ Ｌａｂ 

・中間報告（案）について 

・プレゼン⑨（慶應義塾大学、アドビシステムズのプレゼンテーション） 

・今後の進め方（案）について 

・その他 

 


